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令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

自治体における災害時保健活動マニュアルの策定及び活動推進のための研究 

 

分担研究報告書 

 

研究題目 先行知見の整理及び成果物発信の基盤整備 

 

研究分担者 岩瀬 靖子（千葉大学大学院看護学研究院・講師） 

 

研究要旨 

本研究の目的は、次の２点である。１．先行知見の整理：自治体における業務マニュアルの目的、

策定及び評価方法の知見を踏まえ、既存資料から災害時保健活動マニュアルの位置づけ、目的、

策定・活用・評価方法並びに課題を整理する、２．成果物発信の基盤整備：本研究の進捗及び好

事例、マニュアル策定及び活用に役立つ研究成果物の周知を図る特設ホームページ（以下 HP）

の内容を検討し作成する。 

１．先行知見の整理：先行研究の文献検討から、マニュアル策定フェーズおよび活用フェーズ

について、それぞれの課題と実質化するための要素として考えられることについて記述を抽出

し、都道府県本庁・保健所設置市・市町村別に整理・分類を行なった。 

２．成果発信の基盤整備：本研究班の成果発信の基盤としてホームページを作成し、2023年

3月初旬に公開した。ホームページ上では、本研究班の成果資料および関連先行研究資料につい

てダウンロードが可能な状態で公開しており、今後も随時情報を更新する予定である。 

 

Ａ．研究目的  

１ . 先行知見の整理  

先行文献から、マニュアル策定フェー

ズおよび活用フェーズにおける課題とマ

ニュアル策定・活用を実質化するための

要素として考えられることについて、都

道府県本庁・保健所設置市・市町村別に

明らかにする。  

２ .成果物発信の基盤整備  

本研究の進捗及び好事例、マニュアル

策定及び活用に役立つ研究成果物の周知

を図る特設ホームページ（以下 HP）の内

容を検討し作成する。  

 

Ｂ．研究方法  

１．先行知見の整理  

１）文献抽出方法  

検 索 ツー ル は 、 医 中 誌 web、 CiNii 

Research を用いた。検索キーワードは、

「災害」「保健活動」「保健師」「公衆衛生

看護」「地域看護」「マニュアル」「BCP」

を組み合わせ、会議録を除き抽出を行っ

た。  

第一段階の検索結果より、重複文献を削

除し、以下の選定基準・除外基準に照ら

し分析対象文献の選定を行った。  

 

①選定基準  

 災害時の保健師の保健活動マニュア

ルを対象とした記述が含まれている  

②除外基準  

 自治体以外の機関（例 . 訪問看護、医

療機関等）の保健活動マニュアルに

関する内容が記述された文献  

 保健活動マニュアルに関する記述内

容が少ない文献  

  

２）分析方法  

先行文献から、マニュアル策定フェー

ズおよび活用フェーズについて、それぞ

れのフェーズの課題と、マニュアル策定・

活用を実質化するための要素として考え

られることについての記述を抽出し、都

道府県本庁・保健所設置市・市町村別に

整理・分類を行なった。  
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２．成果物発信の基盤整備  

１）ホームページの整備方法  

ホームページのターゲット層およびコ

ンテンツの検討を行い、ホームページの

作成・公開を行った。  

 

（倫理的配慮）  

先行文献の整理にあたっては，公表さ

れている文献を対象とし，データの整理・

分析過程においては匿名性と正確性に留

意することを遵守した。  

 

 

Ｃ．研究結果  

１．先行知見の整理  

１）分析対象文献の概要  

 キーワードを用いて検索した結果、第

一段階の検索結果 127 件より重複文献削

除後 118 件が抽出された。選定基準・除

外基準に照らし、28 件の文献を分析対象

文献とした。  

 以下、策定フェーズおよび活用フェー

ズにおける課題と実質化するための要素

について述べる。  

 

２）策定フェーズ  

（１）策定における課題  

（都道府県本庁・保健所の場合）  

 平常時に市町村と協働する機会の減

少  

 県・保健所・市町村の役割分担が明確

でない  

 マニュアル作成の優先順位が低く、

作成時間がない  

 危機管理部門等の庁内の理解・調整

の困難  

 災害時における保健師としての役割

と行政職員としての役割が不明確  

 平時の保健師の分散配置による交流

機会の減少と連携不足  

 市町村地域防災計画への県型保健所

の介入機会が低い  

 マニュアル作成に対する優先度の低  

 被害想定をどの規模で設定したらよ

いか分からない  

 

（保健所設置市の場合）  

 地域防災計画策定への保健師の関与

がない  

 地域防災計画への保健師の役割の明

示や公衆衛生の視点の不足  

 防災対策は保健師が所属する部門の

事務分掌に含まれていない  

 自主防災組織等の住民組織との接点

が少ない  

 県・保健所・市町村の役割分担の準備

不足  

 マニュアル作成の優先順位が低く、

作成時間がない  

 被害想定をどの規模で設定したらよ

いか分からない  

 災害時における保健師としての役割

と行政職員としての役割が不明確  

 多くの部局で災害対応経験を持たな

い場合が多い  

 支援経験の記録や報告書は作成でき

ておらず，災害時の活動指針やマニ

ュアルがない  

 

（市町村の場合）  

 地域防災計画策定への保健師の関与

がない  

 地域防災計画への保健師の役割の明

示や公衆衛生の視点の不足  

 防災対策が保健師の所属する部門の

事務分掌に含まれていない  

 市町村防災担当者と保健師の連携不

足  

 自主防災組織等の住民組織との接点

が少ない  

 業務分担制・分散配置下による平時

に協働・連携する機会の減少  

 保健部局における危機管理体制の未

整備  

 統括的保健師の健康危機管理に対す

る知識不足や不安  

 災害保健活動に対する優先度の低さ  

 マニュアル策定の着手方法が分から
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ない  

 被害想定をどの規模で設定したらよ

いか分からない  

 受援内容や体制が決まっていない  

 多くの部局で災害対応経験を持たな

い場合が多い  

 自組織の状況（保健師配置状況、地区

特性、社会資源等）により具体的対応

が異なる  

 

（２）策定を実質化するために必要と考

えられる要素  

（共通する要素）  

 地域防災計画への保健師の関与  

 所属自治体の地域防災計画の理解  

 地域防災計画と保健活動マニュアル

の連動  

 統括保健師の役割発揮とリーダーシ

ップ（防災部局や関係部局との合意

形成・連携強化、保健師間のコミュニ

ケーションの円滑化、平時の人材育

成との連動）  

 スタッフ全員でのマニュアルの必要

性等の共通認識の醸成  

 保健師が健康危機管理上の課題の根

拠を説明できる（地区特性を踏まえ

た実態把握）  

 県保健所・市町村保健師の顔の見え

る関係づくり  

 他職種と協働した策定  

 コアとなるワーキングメンバーの選

出  

 災害支援活動上の情報収集の目的や

判断基準の検討  

 平時の活動との連動の検討  

 災害支援経験者の伝承  

 参考となる策定ガイドラインや研究

者等の人的支援によるマニュアル策

定支援  

 

（都道府県本庁／保健所設置市の場合）  

 市町村への策定プロセスへの技術的

な助言支援や研修の実施  

 県保健所と市町村保健センターとの

合同研修機会の企画・実施  

 組織的な人材育成との連動  

 管内市町村と危機管理方針や策定方

針の共有と合意  

 保健所圏域レベルの関係機関（３師

会、消防等）との連携・方針の合意  

 全て保健所間で支援・受援を行う体

制を想定し、政令市・中核市も含めた

検討をすすめる  

 管内市町村のマニュアルとの整合性

の検討  

 DHEAT の活動との連続性の検討  

 

（市町村の場合）  

 策定の行動計画の立案・実施と評価  

 地域防災計画の被害想定を参考に保

健師の役割を整理する  

 自治体の危機管理体制全体の中での

保健活動の課題を検討する  

 県のマニュアルとの整合性の検討  

 

３）活用フェーズ  

（１）活用における課題  

 活用については、「発災時」での活用と

「平時」における活用に関する記述が抽

出された。  

以下に、「発災時」と「平時」のそれぞ

れの時期毎に活用における課題について

述べる。  

 発災時の活用における課題  

（共通）  

 マニュアルを有していても活用が不

十分・存在の認知不足  

 マニュアルの記載内容に具体性が欠

けており活用できなかった（事務分

掌的な内容のみ、  

 マニュアル内容の職員の理解不足  

 想定外の被害が生じ機能しなかった  

 外部支援チーム独自の記録様式や情

報収集項目の活用による混乱が生じ

た  

 情報収集項目を活用する目的や方

法・判断基準が不明確だった  

 情報収集項目の偏り（避難所中心で
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地域全体を想定していなかった、時

間軸の考慮不足、他の専門職や機関

が必要とする情報が含まれていなか

った）  

 

（市町村）  

 発災前に具体的な活動内容や他支援

団体の活動内容を理解しければ活用

できない  

 他職種で状況を共有し定期的に協議

する場が必要だった  

 災害時の統括保健師や保健師の役割

を危機管理担当課に伝えておく必要

があった  

 

 平時における活用の課題  

（共通）  

 マニュアルに基づく研修機会や人材

育成の不足  

 平時の研修に対する優先度の低さや

方法の不明確さ  

 保健師の災害経験有無の違いによる

マニュアル内容の解釈の違い  

 マニュアルの周知不足（マニュアル

作成主担当以外に周知されていない） 

 

（都道府県本庁／保健所設置市）  

 受援体制の検討が不十分だった  

 

（市町村）  

 発災時、組織内の情報共有体制が不

十分だった  

 福祉避難所の開設における計画が不

十分だった  

 平時に他部署と連動した災害対応訓

練や研修の機会が無い（または少な

い）  

 

（２）活用を実質化するために必要と考

えられる要素  

 根拠法令やマニュアルについて学ぶ

機会の確保  

 平時における県保健所と管内市町村

の顔の見える関係づくり  

 マニュアル内容を反映した研修・訓

練の実施（受援の判断、フェーズに応

じた活動展開、情報収集に基づく判

断、指揮命令系統の迅速な構築）  

 検証に基づくマニュアルの見直し

（保健師等の市職員や関係機関の職

員を対象とした災害対策研修の実施、

研修や訓練の結果を計画やマニュア

ルの改訂に反映するという体制づく

り）  

 新任期・中堅期・管理期それぞれの時

期に研修を実施し実践的な研修を企

画する  

 頻繁・定期的に見直す機会をつくる  

 他部署や他機関も含めた訓練・研修

機会の創出  

 市町村の統括保健師をサポートする

方法などを具体的に話し合い，行動

レベルまで落として計画に反映させ

る  

 管内市町村保健師間で災害対応訓練

の実施状況や課題などの情報共有を

行う  

 管内市町村保健師間で共有できる機

会を県保健所が創出する  

 公衆衛生対策に関する災害訓練の体

系化と効果に関する基礎的研究の必

要性  

 マニュアル内容を踏まえ平時の保健

活動に反映する（地域診断等）  

 

 

２．成果物発信の基盤整備  

１）ターゲット・コンテンツの検討  

ホームページの目的は、以下のように

設定した。  

・ 過去の成果物や研究の進捗状況を本

HP 上で随時、更新し発信することで、

閲覧対象者が研究成果を活用するこ

とができる。  

・ 本研究の調査実施に伴う問い合わせ

対応等にも本 HP が活用できること

で、研究の円滑な実施につなげる。  
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上記の目的に照らし、本 HP の主なタ

ーゲット層およびコンテンツを班会議で

検討し以下のように設定した。  

（１）主なターゲット層  

保健師を初めとする自治体関係者など

災害時保健活動マニュアル策定および運

用に関わる担当者、その他災害時保健活

動に関わる関係職種  

（２）コンテンツ  

・ 本研究の紹介（本研究の概要および

構成メンバー等）  

・ 研究成果発信（本研究の成果資料、

関連先行研究の資料）  

・ 研究班会議情報  

・ 閲覧者対象のアンケート（閲覧者の

閲覧目的、属性、HP を知ったきっ

かけ、研究成果物に関する意見・要

望）  

・ NEWS、お問い合わせ、リンク集  

 

２）ホームページの作成および公開  

2023 年 3 月初旬に、以下の URL にて

HP を公開した。  

 

 本 HP の URL：

https://square.umin.ac.jp/Disaster-

manual/index.html 

 

尚、現在 HP 上で公開している研究成

果資料は下記の通りである。  

【本研究班の成果資料】  

・ 全国自治体を対象とした災害時保健

活動マニュアルの策定・活用状況の

実態調査報告書（令和５年３月）：

分担研究２成果資料  

【関連先行研究の資料】  

・ 災害時の保健活動推進のための保健

師間および地元関係団体との連携強

化に向けた体制整備ガイドライン

（令和４年３月）：令和３年度厚生

労働科学研究費補助金（健康安全・

危機管理対策総合研究事業）  災害

時保健活動の体制整備に関わる保健

師の連携強化に向けた研究（研究代

表者 宮崎美砂子）成果資料  

・ 保健師の災害時の応援派遣及び受援

のためのオリエンテーションガイド

（令和２年３月）：平成 30 年−令和

元年度厚生労働科学研究費補助金

（健康安全・危機管理対策総合研究

事業）災害対策における地域保健活

動推進のための実務担当保健師の能

力向上に係わる研修ガイドラインの

作成と検証（研究代表者 宮崎美砂

子）成果資料  

・ 実務保健師の災害時の対応能力育成

のための研修ガイドライン（令和２

年３月）：平成 30 年−令和元年度厚

生労働科学研究費補助金（健康安

全・危機管理対策総合研究事業）災

害対策における地域保健活動推進の

ための実務担当保健師の能力向上に

係わる研修ガイドラインの作成と検

証（研究代表者 宮崎美砂子）成果

資料  

・ 統括保健師のための災害に対する管

理実践マニュアル・研修ガイドライ

ン（平成３０年３月）：平成 28−29

年度厚生労働科学研究費補助金（健

康安全・危機管理対策総合研究事

業）災害対策における地域保健活動

推進のための管理体制運用マニュア

ル実用化研究（研究代表者 宮崎美

砂子）成果資料  

 

Ｄ．考察  

１．先行知見の整理  

１）策定フェーズにおける課題と実質化

するための要素  

都道府県本庁・保健所設置市・市町村

に共通する課題として、地域防災計画策

定への保健師の関与がないこと、地域防

災計画への保健師の役割の明示や公衆衛

生の視点不足等、地域防災計画と保健活

動マニュアルの連動に関する課題が抽出

された。また、防災対策が保健師の所属

する部局の事務分掌として位置付けられ

ていないことも策定上の課題として抽出
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され、防災対策を管轄する危機管理部門

との連携・調整上の困難があることが明

らかとなった。  

これらの課題に対する実質化する要素

として、地域防災計画への保健師の関与

や保健活動マニュアルの連動が必要であ

ると考えられるが、これを実現するため

には統括保健師の役割およびリーダーシ

ップの発揮が重要であると考えられる。

これにより、防災部局など関係部局との

合意形成および連携強化につながること

が望まれる。  

また共通する課題として災害保健活動

に対する優先度の低さや災害対応経験が

無いこと、危機管理に関する知識不足も

抽出された。  

これらの課題に対する要素として、ス

タッフ全員での研修の実施による必要性

の認識の醸成や基本的知識の理解、危機

管理上の根拠について地区特性を踏まえ

た実態把握に基づき説明できる力の育成

が必要であると考えられた。  

 さらに、県や市町村それぞれの課題と

して、相互の役割分担の不明確さや協働

する機会の減少などによる連携上の課題

が抽出された。また、市町村では策定方

法や着手する方法が分からないなどの課

題も抱えており、県保健所と市町村の連

携による策定のサポートが必要であると

考えられた。  

 

２）活用フェーズにおける課題と実質化

するための要素  

 活用フェーズでは、さらに「発災時」と

「平時」における課題が抽出された。  

「発災時」に共通する課題として、マニ

ュアルを有していても具体性や存在の認

知・内容の理解不足による活用上の課題

が生じていた。これには、平時において

マニュアル内容を反映した研修や訓練の

充実が必要であると考えられた。  

 また、情報収集項目を設定していても

その判断基準が不明確であったことから

活用に問題が生じたことや、避難所対応

を中心とした情報収集項目の偏りなどフ

ェーズの進展を意識した情報収集項目に

なっていなかったことから活用上の問題

が生じていたことが明らかとなった。こ

れには、情報収集項目の判断基準やフェ

ーズに応じた内容となるよう検討が必要

であると考えられる。  

さらに外部支援者の応援・派遣を得た

場合に、外部の独自の記録様式や情報収

集項目の活用により被災自治体で混乱が

生じる課題が抽出された。これには、国

や県レベルで整合性が保たれるような検

討が必要であると考えられる。  

「平時」に共通する課題として、マニュ

アルに基づく研修や人材育成の不足、マ

ニュアルの周知不足、これらに関連して

各保健師の解釈の違いなどが生じていた。

これには、平時における研修や訓練機会

の創出が重要であると考えられる。さら

に、このような研修の実施結果をマニュ

アルの改訂に反映し、常に具体的に活用

可能な状態を作っていく仕組みの整備も

必要であると考える。  

 また、県保健所や市町村間でのマニュ

アル内容を反映した合同での研修機会の

創出をすることで、共通理解の促進と相

互の活動の連動性が向上するものと考え

られた。  

 

 

２．成果物発信の基盤整備  

 本年度は、HP を作成し本研究班の研

究成果の発信と過去の関連先行研究資料

を掲載した。引き続き次年度も本研究班

の成果資料をタイムリーに掲載すること

で、保健師を初めとする閲覧者が研究成

果を活用できるよう努める。また、調査

実施情報や班会議情報等についても本

HP を活用することで円滑な研究遂行に

つなげていきたいと考える。  

 

 

Ｅ．結論  

先行研究の文献検討から、マニュアル
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策定フェーズおよび活用フェーズについ

て、それぞれの課題と実質化するための

要素として考えられることについて記述

を抽出し、都道府県本庁・保健所設置市・

市町村別に整理・分類を行なった。  

本研究班の成果発信の基盤としてホー

ムページを作成し、2023 年 3 月初旬に公

開した。ホームページ上では、本研究班

の成果資料および関連先行研究資料につ

いてダウンロードが可能な状態で公開し

ており、今後も随時情報を更新する予定

である。  

 

 

Ｆ．健康危険情報  

無し   

 

Ｇ．研究発表  

 1.  論文発表  

無し  

 

 2.  学会発表  

無し  

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

無し  
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